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【手続補正書】
【提出日】平成29年6月7日(2017.6.7)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両の運転状態に応じて、警告用振動波形を発生する振動波形発生手段と、
　前記振動波形発生手段によって発生した警告用振動波形に基いて、操舵部材に警告用振
動を与える振動付与手段を含み、
　前記警告用振動波形が複数の周波数成分を含んでおり、
　前記警告用振動波形を周波数成分別に分解した場合に、周波数が高い周波数成分ほどそ
の振幅が大きい、車両用警報装置。
【請求項２】
　前記車両が車速を検出する車速検出手段を含み、
　前記振動波形発生手段は、前記警告用振動波形の周波数を、前記車速検出手段によって
検出される車速に基いて変化させる周波数変更手段を含んでいる、請求項１に記載の車両
用警報装置。
【請求項３】
　前記周波数変更手段は、前記警告用振動波形の周波数を、前記車速が大きくなるほど低
くなるように変化させるように構成されている、請求項２に記載の車両用警報装置。
【請求項４】
　前記周波数変更手段は、前記警告用振動波形の周波数を、前記車速に対して不連続に変
化させるように構成されている、請求項２または３に記載の車両用警報装置。
【請求項５】
　前記車両が車速を検出する車速検出手段を含み、
　前記振動波形発生手段は、前記警告用振動波形の振幅を、前記車速検出手段によって検
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出される車速に基いて変化させる第１振幅変更手段を含んでいる、請求項１～４のいずれ
か一項に記載の車両用警報装置。
【請求項６】
　前記車両が操舵トルクを検出するトルク検出手段を含み、
　前記振動波形発生手段は、前記警告用振動波形の振幅を、前記トルク検出手段によって
検出される操舵トルクに基いて変化させる第２振幅変更手段を含んでいる、請求項１～５
のいずれか一項に記載の車両用警報装置。
【請求項７】
　前記車両が車速を検出する車速検出手段を含み、
　前記振動波形発生手段は、前記警告用振動波形の周波数および振幅の組み合わせが、所
定の周波数閾値以上かつ所定の振幅閾値以下の範囲内の組み合わせとならないように、前
記警告用振動波形を発生させるように構成されており、前記車速検出手段によって検出さ
れる車速が大きいほど前記振幅閾値が大きくされる、請求項１～４のいずれか一項に記載
の車両用警報装置。
【請求項８】
　前記警告用振動波形に含まれる各周波数成分の周波数が、前記車両の共振周波数以外の
周波数である、請求項１～７のいずれか一項に記載の車両用警報装置。
【請求項９】
　前記警告用振動波形に含まれる各周波数成分の周波数が、操舵角に対するヨーレイトの
周波数伝達特性においてゲインがほぼ零となる応答周波数以上の周波数である、請求項１
～７のいずれか一項に記載の車両用警報装置。
【請求項１０】
　振動付与手段が、操舵補助力を発生するためのＥＰＳ用電動モータを含む、請求項１～
９のいずれか一項に記載の車両用警報装置。
【請求項１１】
　振動付与手段が、前記操舵部材の前後位置を調整するためのテレスコピック調整用電動
モータまたは前記操舵部材の上下位置を調整するためのチルト調整用電動モータを含む、
請求項１～９のいずれか一項に記載の車両用警報装置。
【請求項１２】
　車両の転舵機構に操舵補助力を与えるための電動モータと、
　操舵トルクを検出するトルク検出手段と、
　前記トルク検出手段によって検出された操舵トルクに対して位相補償を行う位相補償手
段と、
　前記位相補償手段によって位相補償された操舵トルクである位相補償後トルクを用いて
、基本アシスト電流値を設定する基本アシスト電流値設定手段と、
　車両の運転状態に応じて、所定周波数の警告用振動波形を発生する振動波形発生手段と
、
　前記基本アシスト電流値設定手段によって設定される基本アシスト電流値に、前記振動
波形発生手段によって発生される警告用振動波形を加算することにより、前記電動モータ
に対する目標電流値を演算する目標電流値演算手段と、
　前記目標電流値演算手段によって演算される目標電流値に応じて、前記電動モータを制
御するモータ制御手段とを含み、
　前記位相補償手段は、前記振動波形発生手段によって前記警告用振動波形が発生されて
いない通常時と、前記振動波形発生手段によって前記警告用振動波形が発生されている警
告用振動波形発生時との間で、周波数特性を変更する特性変更手段を含み、
　前記特性変更手段は、警告用振動波形発生時には、前記警告用振動波形の所定周波数に
対するゲインが、通常時における前記所定周波数に対するゲインよりも小さく、かつ前記
所定周波数に対する位相遅れが、通常時における前記所定周波数に対する位相遅れよりも
小さくなるように、周波数特性を変更するように構成されている、車両用警報装置。
【請求項１３】
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　前記警告用振動波形が複数の周波数成分を含んでおり、
　前記特性変更手段は、警告用振動波形発生時には、前記警告用振動波形に含まれる前記
複数の周波数成分それぞれの周波数に対するゲインが、通常時における前記複数の周波数
成分それぞれの周波数に対するゲインより小さく、かつ前記複数の周波数成分それぞれの
周波数に対する位相遅れが、通常時における前記複数の周波数成分それぞれの周波数に対
する位相遅れより小さくなるように、周波数特性を変更するように構成されている、請求
項１２に記載の車両用警報装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００５】
　請求項１記載の発明は、車両の運転状態に応じて、警告用振動波形を発生する振動波形
発生手段（４３）と、前記振動波形発生手段によって発生した警告用振動波形に基いて、
操舵部材（２）に警告用振動を与える振動付与手段（１８）を含み、前記警告用振動波形
が複数の周波数成分を含んでおり、前記警告用振動波形を周波数成分別に分解した場合に
、周波数が高い周波数成分ほどその振幅が大きい、車両用警報装置である。なお、括弧内
の英数字は、後述の実施形態における対応構成要素等を表すが、むろん、この発明の範囲
は当該実施形態に限定されない。以下、この項において同じ。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００７】
　警告用振動波形を周波数成分別に分解した場合に、各周波数成分の振幅が等しいと、周
波数が高い周波数成分ほど、それによって生じる警告用振動は小さくなる。この構成では
、警告用振動波形を周波数成分別に分解した場合に、周波数が高い周波数成分ほどその振
幅が大きい。これにより、各周波数成分によって生じる警告用振動の大きさのばらつきを
低減させることができる。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００８】
　請求項２記載の発明は、前記車両が車速を検出する車速検出手段（２３）を含み、前記
振動波形発生手段は、前記警告用振動波形の周波数を、前記車速検出手段によって検出さ
れる車速に基いて変化させる周波数変更手段（５１）を含んでいる、請求項１に記載の車
両用警報装置である。ここで、警告用振動波形の周波数は、警告用振動波形に含まれてい
る複数の周波数成分の周波数を意味している。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００９】
　請求項３記載の発明は、前記周波数変更手段は、前記警告用振動波形の周波数を、前記
車速が大きくなるほど低くなるように変化させるように構成されている、請求項２に記載
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の車両用警報装置である。
　請求項４記載の発明は、前記周波数変更手段は、前記警告用振動波形の周波数を、前記
車速に対して不連続に変化させるように構成されている、請求項２または３に記載の車両
用警報装置である。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１０】
　請求項５記載の発明は、前記車両が車速を検出する車速検出手段を含み、前記振動波形
発生手段は、前記警告用振動波形の振幅を、前記車速検出手段によって検出される車速に
基いて変化させる第１振幅変更手段（５２）を含んでいる、請求項１～４のいずれか一項
に記載の車両用警報装置である。
　請求項６記載の発明は、前記車両が操舵トルクを検出するトルク検出手段（１１）を含
み、前記振動波形発生手段は、前記警告用振動波形の振幅を、前記トルク検出手段によっ
て検出される操舵トルクに基いて変化させる第２振幅変更手段（５３）を含んでいる、請
求項１～５のいずれか一項に記載の車両用警報装置。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１１】
　請求項７記載の発明は、前記車両が車速を検出する車速検出手段を含み、前記振動波形
発生手段は、前記警告用振動波形の周波数および振幅の組み合わせが、所定の周波数閾値
以上かつ所定の振幅閾値以下の範囲内の組み合わせとならないように、前記警告用振動波
形を発生させるように構成されており、前記車速検出手段によって検出される車速が大き
いほど前記振幅閾値が大きくされる、請求項１～４のいずれか一項に記載の車両用警報装
置である。
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１２】
　請求項８記載の発明は、前記警告用振動波形に含まれる各周波数成分の周波数が、前記
車両の共振周波数以外の周波数である請求項１～７のいずれか一項に記載の車両用警報装
置である。
　請求項９記載の発明は、前記警告用振動波形に含まれる各周波数成分の周波数が、操舵
角に対するヨーレイトの周波数伝達特性においてゲインがほぼ零となる応答周波数以上の
周波数である、請求項１～７のいずれか一項に記載の車両用警報装置である。
【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１３】
　請求項１０記載の発明は、振動付与手段が、操舵補助力を発生するためのＥＰＳ用電動
モータを含む、請求項１～９のいずれか一項に記載の車両用警報装置である。
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　請求項１１記載の発明は、振動付与手段が、前記操舵部材の前後位置を調整するための
テレスコピック調整用電動モータまたは前記操舵部材の上下位置を調整するためのチルト
調整用電動モータを含む、請求項１～９のいずれか一項に記載の車両用警報装置である。
【手続補正１０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１４】
　請求項１２記載の発明は、車両の転舵機構（４）に操舵補助力を与えるための電動モー
タ（１８）と、操舵トルクを検出するトルク検出手段（１１）と、前記トルク検出手段に
よって検出された操舵トルクに対して位相補償を行う位相補償手段（４８）と、前記位相
補償手段によって位相補償された操舵トルクである位相補償後トルクを用いて、基本アシ
スト電流値を設定する基本アシスト電流値設定手段（４１Ａ）と、車両の運転状態に応じ
て、所定周波数の警告用振動波形を発生する振動波形発生手段（４３Ａ）と、前記基本ア
シスト電流値設定手段によって設定される基本アシスト電流値に、前記振動波形発生手段
によって発生される警告用振動波形を加算することにより、前記電動モータに対する目標
電流値を演算する目標電流値演算手段（４４）と、前記目標電流値演算手段によって演算
される目標電流値に応じて、前記電動モータを制御するモータ制御手段（４５，４６）と
を含み、前記位相補償手段は、前記振動波形発生手段によって前記警告用振動波形が発生
されていない通常時と、前記振動波形発生手段によって前記警告用振動波形が発生されて
いる警告用振動波形発生時との間で、周波数特性を変更する特性変更手段（４８ａ）を含
み、前記特性変更手段は、警告用振動波形発生時には、前記警告用振動波形の所定周波数
に対するゲインが、通常時における前記所定周波数に対するゲインよりも小さく、かつ前
記所定周波数に対する位相遅れが、通常時における前記所定周波数に対する位相遅れより
も小さくなるように、周波数特性を変更するように構成されている、車両用警報装置であ
る。
【手続補正１１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１７】
　請求項１３記載の発明は、前記警告用振動波形が複数の周波数成分を含んでおり、前記
特性変更手段は、警告用振動波形発生時には、前記警告用振動波形に含まれる前記複数の
周波数成分それぞれの周波数に対するゲインが、通常時における前記複数の周波数成分そ
れぞれの周波数に対するゲインより小さく、かつ前記複数の周波数成分それぞれの周波数
に対する位相遅れが、通常時における前記複数の周波数成分それぞれの周波数に対する位
相遅れより小さくなるように、周波数特性を変更するように構成されている、請求項１２
に記載の車両用警報装置である。
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